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１．はじめに  

海上輸送は、世界の財貿易の 80%以上を担う一方で、その CO2排出量は世界の CO2排出

量の約3%を占めており、海上輸送由来の CO2排出量を削減することは、世界的な脱炭素

化に向けて非常に重要である。こうした背景を受け、国際海事機関（ IMO）は2018年に定

めた温室効果ガス削減目標を改定し、非常に野心的な目標（ 2040年までに2008年比で70%

以上の削減）を掲げている。  

先行研究では、ゼロエミッション船舶の迅速な導入（それに伴う船舶の代替サイクルの

加速）を推奨してきた。しかし、ライフサイクルアセスメントの観点から見た「製造時要

因」と「使用時要因」を同時に考慮しながら、船舶寿命の変化がライフサイクル CO2排出

量に及ぼす影響を経済全体から分析した先行研究はほとんどない。そこで本研究では、日

本の海運に焦点を当て、船舶の平均寿命の変化が経済全体に与える影響を推計する。その

後、推計された CO2排出量変化に対し、製造段階・使用段階・メンテナンス段階を包括的

に考慮した構造分解分析を適用することで、CO2排出削減に効果的な要因を特定する。  

 

２．分析方法  

本研究は、はじめに、参考文献 [1]～ [5]をデータとして使用し、2005年から2022年にお

ける国内海上輸送由来のライフサイクル CO2排出量（以下 CO2排出量）を推計する。デ

ータの制約上、ライフサイクル CO2排出量を「船舶及び燃料製造時の直接・間接的な

CO2排出量」+「運航時の直接 CO2排出量」+「船舶修理時の直接・間接的な CO2排出

量」として推計する。続いて Ang and Liu (2007) [6] 、Nakamoto (2020) [7]に従い、推

計された CO2排出量の2005年から2011年及び2011年から2015年の変化に対し包括的な構

造分解分析を行う。本研究では、Nakamoto (2020) [7]の分解方法をさらに拡張し、CO2

排出量の変化を、5つの生産構造要因（CO2排出係数、生産技術、造船需要、燃料需要

（A 重油・C 重油））、6つの活動要因（総ストック隻数、平均輸送距離、平均船舶サイ

ズ、平均積載率、平均燃費、燃料燃焼時の CO2排出係数）、及びメンテナンス要因（船舶

修理需要）に分解する。  
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３．分析結果  

図1は、ライフサイクル CO2排出量の構造分解分析の結果を示している。図 1の左図か

ら、2005年から2011年にかけて総ストック数の変化が最も CO2排出量の減少に寄与した

（1.9 Mt-CO2）ことがわかる。各段階別にみると、生産構造要因、メンテナンス要因は

CO2排出量の増加に寄与した（それぞれ 0.18 Mt-CO2、0.21 Mt-CO2）一方で、活動要因が

CO2排出量の減少に大きく寄与した（ 1.2 Mt-CO2）ことで、同期間における CO2排出量は

0.94 Mt-CO2減少したことが明らかになった。  

図1の右図は、2011年から2015年にかけての構造分解分析の結果を示しており、結果か

ら総ストック数の変化が最も CO2排出量の減少に寄与した（ 0.9 Mt-CO2）ことがわかる。

段階別では、活動要因が CO2排出量の増加に寄与した（ 0.28 Mt-CO2）一方、生産構造要

因、メンテナンス要因が CO2排出量の減少に寄与した（それぞれ 0.65 Mt-CO2、0.03 Mt-

CO2）ことで、CO2排出量は0.40 Mt-CO 2減少したことが明らかになった。  

図1. 構造分解分析の結果（左図： 2005年から2011年、右図：2011年から2015年）  

４．結論  

 分析結果より、2005年から2015年における日本の国内海上輸送において、最も CO2排出

量の減少に寄与したのはストック隻数の変化であった一方、ライフサイクル段階別でみる

と、2005年から2011年と2011年から2015年の期間によって各要因の寄与の仕方が変化する

ことが明らかになった。本会ではこの結果に加えて、船舶の平均寿命を変化させること

で、ライフサイクル CO2排出量及び各要因の寄与度の変化を分析することで、船舶の寿命

に着目した海運の脱炭素政策について議論する。  
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Decrease in CO2 emissions Increase in CO2 emissions

Activity effect

  1.2 Mt-CO2 in total

Production structure effect

 0.18 Mt-CO2 in total
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